利　用　上　の　注　意
１  調査の方法
  １  調査の目的
      この調査は，工業の実態を明らかにし，工業に関する施策の基礎資料を得ることを目的とす

　　 る。
  ２  調査の根拠
　　  統計法（昭和２２年法律第１８号）に基づく指定統計第１０号であり，工業統計調査規則（昭

　  和２６年通商産業省令第８１号）によって実施される。
  ３  調査の期日及び期間                                  
      １２月３１日現在で，１月１日から１２月３１日まで。
  ４  調査の範囲
      日本標準産業分類（平成５年総務庁告示第６０号）に掲げる「大分類Ｆ－製造業」に属する

　  事業所（国に属する事業所を除く）。
  ５  調査の種類
    (1) 甲調査－従業者３０人以上の事業所
    (2) 乙調査－従業者２９人以下の事業所
  ６  調査票の記入
      申告義務者の自計申告
  ７  実査の方法
      調査票の配布・収集は，知事の任命した調査員が，市町村長の指揮監督を受けて実施した。
　８  調査項目
　　  巻末の工業調査票のとおりであるが，主要な項目について注意すべき点を略記すると，次の

 　 とおりである。
    (1) 事業所
        一般的に工場，製作所，製造所あるいは加工所などと呼ばれているような，一区画を占め

　　  て主として製造又は加工を行っているもの。
    (2) 従業者数
      ア  常用労働者
          常用労働者とは，次のいずれかの労働者をいう。
（1） 期間を決めず，又は１か月を超える期間を決めて雇われている者

（2） 日々又は１か月以内の期限で雇われていた者のうち，１１月と１２月にそれぞれ１８

　　日以上雇われた者

(ウ) 人材派遣会社からの派遣従業者，親企業からの出向従業者等は上記に準じて扱う。

      (エ) 重役，理事などの役員のうち，常時勤務して毎月給与の支給を受けている者
      (オ) 事業主の家族で，その事業所に働いている者のうち，常時勤務して毎月給与の支払い

　　　   を受けている者
      イ  個人事業主及び無給家族従業者
          業務に従事している個人事業主とその家族で無報酬で常時就業している者
    (3) 現金給与総額
　　  ア  常用労働者に対する基本給，諸手当と特別に支払われた給与の額
　　　 　 基本給，諸手当とは，労働契約，団体協約，給与規則などによってあらかじめ定められ

        ている給与条件によるもの，例えば，基本給のほか，家族手当，超過勤務手当，通勤手当，

        休業手当など。
          特別に支払われた給与とは，一時的な理由により，特別に支払われた結婚手当，期末賞

        与など。
      イ　その他の給与額
          常用労働者に対する退職金，解雇予告手当及び常用労働者に含まれない臨時及び日雇の

        者に対する給与など。
    (4) 原材料使用額等
      ア　原材料使用額
          主要原材料，補助材料，購入部分品，容器，包装材料，工場維持用の材料及び消耗品等

       の使用額であり，原材料として使用した石炭，石油等も含む。また，下請工場等に原材料

     　を支給して製造加工を行わせた場合には，支給した原材料の額も含む。
　　  イ　燃料使用額

　　　 　 生産段階での使用額であり，貨物運搬用及び暖房用の燃料等を含む。     
　　  ウ  電力使用額
          購入した電力の使用額であり，自家発電は含まない。
      エ　委託生産費
          原材料又は中間製品を他の企業の工場等に支給して製造又は加工を委託した場合，これ

        に支払った加工賃及び支払うべき加工賃
    (5) 製造品出荷額等
        この１年間における製造品出荷額，加工賃収入額，修理料収入額，製造工程から出たくず

      及び廃物の出荷額及びその他の収入額の合計で，消費税等の内国消費税額を含んだ額
      ア　製造品出荷額
          この１年間に出荷した（同一企業の他の事業所への引渡しも含む。）製造品の製造工場

        渡しの金額（船舶の修理料，新聞社の広告料，製造工程から出たくず及び廃物の出荷額を

        含む。）
      イ  加工賃収入額

          他の所有に属する主要原材料によって製造し，あるいは他の所有に属する製品又は半製

        品に加工，処理を加えた場合，これに対して受け取った又は受け取るべき加工賃の額
      ウ　修理料収入額
          他人のものを修理して受け取る修理料の額
    (6) 内国消費税額
        消費税，酒税，たばこ税，揮発油税及び地方道路税の納付税額又は納付すべき税額の合計
    (7) 有形固定資産
        この１年間における額であり，帳簿価額による。
      ア  取得額等には，土地，建物及び構築物（土木設備，建物附属設備を含む。），機械及び

        装置（附属設備を含む。），船舶，車両，運搬具，耐用年数１年以上の工具，器具，備品

        等がある。
      イ　建設仮勘定の増加額とは，この勘定の借方に加えられた額であり，減少額とは，この勘

        定から他の勘定に振替えられた額
      ウ　除却額とは，有形固定資産の売却，撤去，滅失及び同一企業に属する他の事業所への引

        き渡し等の額 
２  表章の方法 
  １  休業，操業開始後未出荷，操業準備中の事業所
      集計に当たって，休業，操業開始後未出荷，操業準備中の事業所は除外した。
  ２  産業格付の決定方法
      製造品が単品の事業所については，品目６けた番号の上４けたで産業細分類を決定し，また，

    品目が複数の場合は，上２けたの番号（中分類）を同じくする品目の製造品出荷額等をそれぞ

    れ合計して，その額の最も大きいもので２けた番号を決定する。その決定された２けた番号の

    うち，上記と同様な方法で３けた番号（小分類），さらに，４けた番号（細分類）を決定し，

　　最終産業格付を行っている。
      なお，作業工程，機械設備等により産業を決定しているものもある。（例：高炉による製鉄

　　業，熱間圧延業，伸鉄業ほか）
  ３  規模区分
      事業所の規模区分は１２月３１日現在の従業者による。
　４  産業３類型別区分，及び省略産業名
      基礎素材型，加工組立型，生活関連型産業の３類型別は，産業中分類によって区分した。ま

　　た，本文中で産業名を次のように略して使用している場合がある。（経済産業省報告書による）

　　（別記１）

  ５　粗付加価値額は，次の算式により算出している。

　　　算式：粗付加価値額＝製造品出荷額等－内国消費税額－原材料使用額等
  ６  生産額は調査していないため，次の算式により算出している。 
　　　算式：生産額＝製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額）＋（半製品及び仕

　　　　　　掛品年末価額－半製品及び仕掛品年初価額）　

  ７　付加価値額は，次の算式により算出している。

　　　算式：付加価値額＝生産額－内国消費税額－原材料使用額等－減価償却額

(1) 従業者３０人以上

上記算式により算出している。

(2) 従業者１０～２９人

        上記算式により算出している。

(3) 従業者９人以下

製造品出荷額等を生産額とみなし，また，減価償却額を調査していないため，粗付加価値額

　　　として算出している。

        算式：粗付加価値額＝製造品出荷額等－内国消費税額－原材料使用額等  

　８　地域圏別数値は，「広域行政圏計画策定要綱」（平成１２年３月制定）に基づいて平成１２

　　年１１月に決定した広域行政圏で算出した｡ （別記２）なお，平成１０年調査までの地域圏別

　　数値は，「広域市町村圏整備措置要綱」（昭和４５年１０月制定）に基づいて，算出した。

　　（別記３）
  ９  本書中の諸記号
      「－」  該当数値なし
      「０」　四捨五入による単位未満　
      「△」  マイナスの数値
      「…」  不詳
  10  秘匿数字の表し方
    ア　「Ｘ」は，１又は２の事業所に関する数値であるため，これをそのまま掲げると，個々の

　　　　申告者の秘密が漏れるおそれがあるので秘匿した箇所である。また，３以上の事業所に関

　　　　する数値でも，１又は２の事業所の数値が前後の関係から判明する箇所は「Ｘ」で表した。
    イ　「33 武器製造業」は「29 一般機械器具製造業」に合算し，イタリックで示した｡
11 本書中の数値で，単位金額が万円以外の数値については，四捨五入のため，内訳が合計に一

　致しないことがある。また，構成比，増減率等については，万円単位で算出している。
12 平成５年以前の数値は，既に公表している数値と相違するものがある。これは，日本標準産

　業分類の改定（平成６年４月１日適用）に伴い，分類が変更となったことによる。
13 本書中の数値は，後日経済産業省が公表する「工業統計表」の数値と若干相違する場合があ

　る。

    　　　　本書についての問い合わせ先

　　　　　　　　〒730-8511 広島市中区基町１０番５２号
　　　　　　　　広島県地域振興部管理総室経済統計室工業統計グループ
　　　　　　　　電話 （０８２）５１３－２５４２（ダイヤルイン）

【別記１】

     [産業３類型別区分]

                             １６   木材・木製品製造業

                             １８   パルプ・紙・紙加工品製造業

                             ２０   化学工業

                             ２１   石油・石炭製品製造業

基礎素材型産業               ２２   プラスチック製品製造業

                             ２３   ゴム製品製造業

                             ２５   窯業・土石製品製造業

                             ２６   鉄鋼業

                             ２７   非鉄金属製造業

                             ２８   金属製品製造業

                             ２９   一般機械器具製造業

                             ３０  電気機械器具製造業

加工組立型産業               ３１   輸送用機械器具製造業

                             ３２   精密機械器具製造業

                             ３３   武器製造業

                             １２   食料品製造業

                             １３   飲料・たばこ・飼料製造業

                             １４   繊維工業

生活関連型産業               １５   衣服･その他の繊維製品製造業

                             １７   家具・装備品製造業

                             １９   出版・印刷・同関連産業

                             ２４   なめし革・同製品・毛皮製造業

                             ３４   その他の製造業

      [省略産業名]

· 食料品製造業：食料，○飲料・たばこ・飼料製造業：飲料，○繊維工業：繊維，○衣服・その他の繊維製品製造業：衣服，○木材・木製品製造業：木材，○家具・装備品製造業：家具，○パルプ・紙・紙加工品製造業：紙パ，○出版・印刷・同関連産業：出版，○化学工業：化学，○石油製品・石炭製品製造業：石油，○プラスチック製品製造業：プラ，○ゴム製品製造業：ゴム，○なめし革・同製品・毛皮製造業：皮革，○窯業・土石製品製造業：窯業，○鉄鋼業：鉄鋼，○非鉄金属製造業：非鉄，○金属製品製造業：金属，○一般機械器具製造業：一般，○電気機械器具製造業：電気，○輸送用機械器具製造業：輸送，○精密機械器具製造業：精密，○その他の製造業：その他

　【別記２】

広　域　行　政　圏　地　域　区　分（平成１１年～）
圏　域　名
構　　成　　市　　町　　村　　名

大都市周辺地域
広島
広島市，府中町，海田町，熊野町，坂町

広　　　域　　　市　　　町　　　村　　　圏
広島西
大竹市，廿日市市，大野町，湯来町，佐伯町，吉和村，宮島町


呉
呉市，江田島町，音戸町，倉橋町，下蒲刈町，蒲刈町，能美町，沖美町，大柿町，安浦町，川尻町，豊浜町，豊町


芸北
加計町，筒賀村，戸河内町，芸北町，大朝町，千代田町，豊平町，吉田町，八千代町，美土里町，高宮町，甲田町，向原町


広島中央
竹原市，東広島市，黒瀬町，福富町，豊栄町，大和町，河内町，安芸津町，大崎町，東野町，木江町


尾三
三原市，尾道市，因島市，本郷町，瀬戸田町，御調町，久井町，向島町，甲山町，世羅町，世羅西町


福山・府中
福山市，府中市，内海町，沼隈町，神辺町，新市町，油木町，

神石町，豊松村，（神石）三和町


備北
三次市，庄原市，上下町，総領町，甲奴町，君田村，布野村，

作木村，吉舎町，三良坂町，（双三）三和町，西城町，東城町，

口和町，高野町，比和町

【別記３】                  eq \o\ad(地域区分,　　　　　　　　　　)（～平成１０年）



広島地域（６市４１町２村）

備後地域（５市１６町１村）



広域市町村圏

圏域市町村

広域市町村圏

圏域市町村



広   島

広島市，大竹市，廿日市市
府中町，海田町，熊野町
坂町，大野町，湯来町

佐伯町，宮島町，向原町

三   原

三原市，本郷町，久井町

甲山町，世羅町，世羅西町





尾   道

尾道市，因島市，瀬戸田町

向島町



賀   茂

  東広島市，黒瀬町，福富町

  豊栄町，大和町，河内町






福山・府中

福山市，府中市，御調町

内海町，沼隈町，神辺町

新市町，油木町，神石町

豊松村，(神)三和町，上下町



呉

  呉市，音戸町，倉橋町
 下蒲刈町，蒲刈町，安浦町
  川尻町，豊浜町，豊町







備北地域（２市１０町３村）



江   能

  江田島町，能美町，沖美町

  大柿町





広域市町村圏

圏域市町村



芸   北

  吉和村，加計町，筒賀村
  戸河内町，芸北町，大朝町
  千代田町，豊平町，吉田町
  八千代町，美土里町
  高宮町，甲田町

備   北

三次市，庄原市，総領町

甲奴町，君田村，布野村

作木村，吉舎町，三良坂町

(双)三和町，西城町，東城町

口和町，高野町，比和町








竹   原

  竹原市，安芸津町，大崎町

  東野町，木江町



